
 

 

 

第８４回国民スポーツ大会・第２９回全国障害者スポーツ大会 

島根県準備委員会専門委員会規程 

（趣旨） 

第１条 この規程は、第８４回国民スポーツ大会・第２９回全国障害者スポー

ツ大会島根県準備委員会会則第13条第３項の規定に基づき、第８４回国民ス

ポーツ大会・第２９回全国障害者スポーツ大会島根県準備委員会専門委員会

（以下「委員会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

（委員会の種類等） 

第２条 委員会の種類並びに常任委員会からの付託事項及び委任事項は、別表

のとおりとする。 

（役員） 

第３条 委員会に次の役員を置く。 

(1) 委 員 長 １名 

(2) 副委員長 若干名 

２ 委員長及び副委員長は、第８４回国民スポーツ大会・第２９回全国障害者

スポーツ大会島根県準備委員会会長（以下「会長」という。）が委嘱する。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は欠けたときは、

あらかじめ委員長の指名した副委員長がその職務を代理する。 

（会議） 

第４条 委員会は、必要に応じて委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

３ 委員長は、必要があるときは、委員以外の者の出席を求め、その意見又は

説明を聴くことができる。 

（部会） 

第５条 委員会は、運営上必要があるときは、部会を設けることができる。 

２ 部会の委員は、会長が委嘱する。 

３ 部会に関する事項は、委員長が定める。 

（委任） 

第６条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委

員長が会長の承認を得て別に定める。 

 

附 則 

この規程は、令和３年３月 22 日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和５年３月９日から施行する。 
  

令 和 ５ 年 ３ 月 ９ 日 

第３回常任委員会一部改正 
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参考資料１



 

                                  

  別表（第２条関係）                          

委員会名 付託事項 委任事項 

総務企画 

専門委員会 

 

 

 

 
 
 
 
 

１ 総合的な計画の立案に関するこ 

 と 

２ 会場地選定に関すること 

３ 県及び会場地市町村の業務分担・

経費負担に関すること 

４ 競技施設及び関連施設の基本的事

項に関すること 

５ 開・閉会式会場及び関連施設の基 

本的事項に関すること 

６ 情報通信施設の基本的事項に関す

ること 

７ 他の専門委員会に属さない重要な

事項に関すること 

１ 総合的な計画の推進に関すること 

２ 文化プログラムに関すること 

３ 競技施設及び関連施設の調査、調

整等に関すること 

４ 開・閉会式会場及び関連施設の調

査、調整等に関すること 

５ 情報通信施設の調査、調整等に関

すること 

６ 他の専門委員会に属さない事項に

関すること（重要な事項を除く。） 

競技運営 

専門委員会 

 

１ 競技運営等の基本的事項に関する

こと 

２ 実施予定競技の選択に関すること 

３ その他競技運営に係る重要な事項

に関すること 

１ 競技運営に係る計画の推進に関す

ること 

２ 競技役員等の養成及び編成に関す

ること 

３ デモンストレーションスポーツに

関すること 

４ 競技用具の整備に関すること  

５ リハーサル大会に関すること 

６ 競技記録に関すること 

７ その他競技運営に関すること（重

要な事項を除く。） 

広報・地域づくり

専門委員会 

 

１ 広報の基本的事項に関すること 

２ 機運醸成の基本的事項に関するこ

と 

３ 地域づくりの基本的事項に関する

こと 

４ その他広報、機運醸成及び地域づ

くりに係る重要な事項に関すること 

 

１ 広報及び啓発の実施に関すること 

２ 機運醸成の推進に関すること 

３ 愛称・スローガン、マスコット等

に関すること 

４ 県民運動の推進など地域づくりに 

関すること 

５ ボランティアの募集・養成に関す 

ること 

６ 報道機関との調整に関すること 

７ 記録映像及び記録写真に関するこ 

 と 

８ その他広報、機運醸成及び地域づ

くりに関すること（重要な事項を除

く。） 

全国障害者 

スポーツ大会 

専門委員会 

 

 

１ 第 29 回全国障害者スポーツ大会

（以下「全スポ」という。）の競技

運営に係る計画の立案に関すること 

２ その他全スポの運営に係る重要な

事項に関すること 

１ 全スポの競技運営に係る計画の推

進に関すること 

２ その他全スポの運営に関すること

（他の専門委員会の委任事項を除

く。） 
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〇大会の開催に必要な方針の審議決定

〇事業計画・予算の審議決定

〇常任委員会に委任する事項の審議決定

〇総会から委任された事項の審議決定 〇総会から委任された事項の審議決定

〇専門委員会の設置 （募金・企業協賛の推進に関する事項）

〇専門委員会への委任・付託事項の審議決定

〇分野ごとに常任委員会から委任・付託された事項を審議

　※必要に応じて設置（名称は変更の場合あり） ※太枠：設置済

大会開催に係る根幹的事項の審議・決定を行う最高機関

開催基本方針、会則の制定、事業計画、予算・決算、常任委員会への委任事項等

実質的な施策の審議・決定を行う機関

総会から委任された事項（開催基本計画、会場地市町村・実施予定競技の選定等）の審議決定

専門的な施策の審議・調査を行う機関（必要に応じて設置）

・総務企画 総合計画、会場地市町村の選定、施設整備方針、施設基準等

・競技運営 実施競技選択方針、運営計画、競技役員養成、用具の整備等

・広報・地域づくり 広報基本方針、名称、シンボルマーク、マスコット等の制定、

県民活動基本方針、地域連携の推進等

・全国障害者スポーツ大会 大会の開催準備

・宿泊・衛生 宿舎・配宿、食事・弁当、医療救護対策、防疫、食品・環境等

・輸送・交通 全国輸送、総合開会式の輸送、競技会場地等の輸送計画等

・式典 開・閉会式、式典演技、式典音楽の計画等

・警備・消防 開・閉会式、競技会場の警備、消防防災対策

・魅力発信・誘客 県外からの誘客につなげる歴史・自然・文化など地域資源の整理等

専 門 委 員 会

競
技
運
営

広
報
・

地
域
づ
く
り

宿
泊
・
衛
生

輸
送
・
交
通

総
務
企
画

総 会

常 任 委 員 会

式
典

全
国
障
害
者

ス
ポ
ー
ツ
大
会

総会（年１回）

第84回国民スポーツ大会・第29回全国障害者スポーツ大会
島根県準備委員会　組織図

警
備
・
消
防

準備委員会

事務局

県環境生活部

魅
力
発
信
・
誘
客

常任委員会（年２回程度）

専門委員会

募金・企業協賛推進委員会（特別委員会）
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 令和５年７月 14 日 

 第４回総会 決 定 

 

令和５年度事業計画 

 
第８４回国民スポーツ大会・第２９回全国障害者スポーツ大会島根県準備委員会の 

令和５年度事業計画は、次のとおりとする。 

 

１ 開催準備業務 

（１）各種基本方針、計画等の策定 

・大会開催基本構想 

・県民運動基本方針 

・県民運動基本計画 

・全スポに係る県及び会場地市町村の業務負担・経費負担基本方針 

（２）会場地市町村の選定 

【国スポ】公開競技・デモンストレーションスポーツ 

【全スポ】正式競技 

（３）専門委員会の設置・運営 

   ・全国障害者スポーツ大会専門委員会（設置） 

（４）第 84 回国民スポーツ大会競技役員等養成に向けた取組を支援 

（５）その他開催準備業務の推進 

   ・Ｒ６年度の中央競技団体正規視察に向けた準備 

   ・愛称・スローガン、マスコットキャラクターを活用した広報の実施 

 

２ 会議の開催 

（１）総会（年１回） 

（２）常任委員会（年２回程度） 

（３）専門委員会（総務企画、競技運営、広報・地域づくり、全国障害者スポーツ大会）

等 

 

３ 各種調査の実施 

先催県等の情報収集等 

 

４ 連絡調整の実施 

（１）市町村、競技団体との協議 

（２）公益財団法人日本スポーツ協会、公益財団法人日本パラスポーツ協会及び関係 

機関・団体等との連絡調整 
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１　収入の部 （単位：円）

うち暫定予算額

負 担 金 39,662,000 21,434,000 県負担金

繰 越 金 471,072 0
前年度繰越金
（島根県へ返還）

合　計 40,133,072 21,434,000

２　支出の部 （単位：円）

うち暫定予算額

事 業 費 29,855,000 20,988,000
総会、常任委員会、専門委員会等会議開
催経費、広報・機運醸成経費、競技役員
等養成経費

事務局費 9,807,000 446,000 事務局運営費

繰越金返還金 471,072 0 島根県へ繰越金返還

合　計 40,133,072 21,434,000

科　目 当初予算額 説　明

説　明

令和５年度収支予算

科　目 当初予算額

(令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

　第８４回国民スポーツ大会・第２９回全国障害者スポーツ大会島根県準備委員会の令和５年度収

支予算は、次のとおりとする。

令和５年７月14日

第４回総会 決定

5



全国障害者スポーツ大会開催基準要綱 

 

１ ． 総則 

全国障害者スポーツ 大会（ 以下、 「 大会」 と いう 。 ） を 開催し 、 運営するためにこ の

基準を 定める。  

２ ． 目的 

障害のある選手が、 障害者スポーツの全国的な祭典であるこ の大会に参加し 、 競技等

を通じ 、 スポーツの楽し さ を 体験すると と も に、 国民の障害に対する理解を深め、 障害

者の社会参加の推進に寄与するこ と を 目的と する。  

３ ． 名称 

（ １ ） 大会の正式名称は、 次のと おり と する 。  

   全国障害者スポーツ大会 

（ ２ ） 「 回数」 及び「 競技名」 を 表示する場合は次のと おり と する 。  

   第〇〇回全国障害者スポーツ大会 〇〇競技 

（ ３ ） 大会の英語表記は、 第23回大会以降、  

  「 Nat i onal  Spor t s Fest i val  f or  Peopl e wi t h a Di sabi l i t y」 と する。  

（ ４ ） 大会の略称は、 第28回大会以降、 「 全スポ」 と する。  

（ ５ ） 制作物への表記 

   大会に関する制作物等には、 原則と し て正式名称を 表示し なければなら ない。  

４ ． 回数 

大会は、 平成13年に開催さ れた大会を も っ て第１ 回大会と し 、 こ れより 起算し 暦年を

基準に回数を順次付すも のと する。  

５ ． 大会の主催者 

大会の主催者は、 公益財団法人日本パラ スポーツ協会（ 以下、 「 JPSA」 と いう 。 ） 、

文部科学省、 大会開催地の都道府県・ 指定都市及び区市町村（ 指定都市を 除く 。 ） 並び

にその他の関係団体と する。 なお、 JPSA及び文部科学省を 総称し て「 中央主催者」 、 開

催地における主催者を 総称し て「 開催地主催者」 と し 、 その開催地主催者の代表は、 都

道府県と する。  

６ ． 大会開催の基本方針 

（ １ ） 大会は、 毎年１ 回開催し 、 各都道府県の持ち回り と する。  

（ ２ ） 大会は、 毎年実施さ れる国民体育大会本大会の直後を 原則と し て、 当該都道府県

において３ 日間で開催する。  

（ ３ ） 大会会期は、 国民体育大会本大会の開催決定にあわせて、 開催３ 年前までに開催 

地主催者が中央主催者と 協議し て決定する。  

（ ４ ） 競技別会期は、 開催２ 年前の年度末までに開催地主催者が中央主催者と 協議し て決

定する。  

（ ５ ） 大会における 競技運営は、 公益財団法人日本スポーツ協会に加盟する開催地都道

府県の関係競技団体及びJPSA登録競技団体等が主管する。  

（ ６ ） 大会における 競技施設は、 原則と し て、 国民体育大会本大会の会場を 使用する。  
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７ ． 実施競技 

（ １ ） 実施競技は、 別途定める「 全国障害者スポーツ大会競技規則」 （ 以下、 「 競技規

則」 と いう 。 ） に定めら れた個人競技及び団体競技と し 、 団体競技は都道府県・ 指

定都市対抗と する。  

なお、 競技規則に定めら れていない競技・ 種目であっ ても 、 広く 障害者の間にス

ポーツを 普及する観点から 有効と 認めら れるも のについては、 あら かじ め主催者間

で協議のう え「 オープン競技」 と し て実施するこ と ができ る。  

（ ２ ） 各競技における 実施種目は、 競技規則に定めら れた競技・ 種目と する。  

なお、 競技規則に定めら れた競技・ 種目のう ち、 開催地の立地条件等から 実施困

難なも のがある場合は、 あら かじ め主催者間で協議し 、 実施し ないこ と ができ る。  

（ ３ ） 競技規則に定める競技・ 種目については、 JPSAが設置する全国障害者スポーツ大

会大会委員会（ 以下、 「 大会委員会」 と いう 。 ） で協議し 、 適用する開催年の５

年前までにJPSAが決定する。  

（ ４ ） 個人競技における出場種目の決定並びに個人競技及び団体競技の組み合わせは、

開催地主催者が行う も のと する。  

（ ５ ） 個人競技の組み合わせは、 次により 行う も のと する。  

① 原則と し て男女別と する。  

② 競技規則に定める年齢区分及び障害区分の両方が同一の区分（ 以下、 「 同一区 

分」 と いう 。 ） の者毎に行う も のと する。  

  ただし 、 同一区分の選手が少ない等の理由により 、 こ れによ り 難い場合は、

同一区分以外の者と 同一組で競技さ せるこ と ができ る。  

（ ６ ） 順位は各組毎に決定する。 ただし 、 同一区分以外の者と 同一組で競技さ せた場合

は、 同一区分の者毎に決定する。  

（ ７ ） いかなる者も 組み合わせ及び障害区分の適用については、 抗議でき ないも のと する 。  

８ ． 参加資格 

（ １ ） 大会の参加者は、 都道府県・ 指定都市選手団、 大会役員及び競技役員と する。  

（ ２ ） 出場選手は、 次の全ての条件を 満たす者と する。  

① 年齢は毎年４ 月１ 日現在で13歳以上と する。  

② 資格要件は次のと おり と する。 なお、 「 その取得の対象に準ずる 障害」 につい

ては、 別途細則に定める。  

ア） 身体障害者は、 身体障害者福祉法（ 昭和24年法律第283 号） 第15条の規定

により 身体障害者手帳の交付を 受けた者。  

イ ） 知的障害者は、 厚生事務次官通知（ 昭和48年9月27日厚生省発児第156号）

による療育手帳の交付を受けた者。 あるいは、 その取得の対象に準ずる障害

のある者。  

ウ） 精神障害者は、 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（ 昭和25年法律

第123号） 第45条により 、 精神障害者保健福祉手帳の交付を 受けた者。 あるい

は、 その取得の対象に準ずる障害のある者。  

③ 申し 込み時に参加する都道府県・ 指定都市に現住所（ 住民票のある地） を有す

る者。 ただし 学校に通学し ている者及び施設に入所・ 通所し ている 者は、 その

学校及び施設の所在地の都道府県・ 指定都市でも 参加でき るも のと する。  
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９ ． 都道府県・ 指定都市の選手及び役員数 

（ １ ） 個人競技の選手出場枠は、 主催者が決定し 、 各都道府県・ 指定都市に通知する。  

（ ２ ） 団体競技の選手出場枠は次のと おり と する。  

① 身体障害者が行う 競技 

  車いすバスケッ ト ボール12 名以内、 グラ ンド ソ フ ト ボール15 名以内、  

バレ ーボール男子・ 女子各12名以内 

② 知的障害者が行う 競技 

  バレ ーボール男子・ 女子各12名以内、 ソ フ ト ボール15名以内、  

バスケッ ト ボール男子・ 女子各12名以内、 サッ カ ー16名以内、  

フ ッ ト ソ フ ト ボール15名以内 

③ 精神障害者が行う 競技 

          バレ ーボール12名以内 

（ ３ ） 個人競技の役員数については、 選手10名までは10名以内と し 、 選手が10 名を 超え

る場合は超えた選手３ 名につき １ 名を増員でき る。  

また、 団体競技に出場する都道府県・ 指定都市は上記役員数に、 車いすバスケッ

ト ボール３ 名以内、 バレ ーボール男子・ 女子各３ 名以内、 ソ フ ト ボール３ 名以内、

バスケッ ト ボール男子・ 女子各３ 名以内、 サッ カ ー３ 名以内、 フ ッ ト ソ フ ト ボール

３ 名以内、 グラ ンド ソ フ ト ボール７ 名以内の役員を加えるこ と ができ る。  

（ ４ ） 役員数は上記で算定し た範囲以内と するが、 出場選手の障害程度等により 、 こ れに

より 難い場合は、 開催地主催者と 協議のう え増員するこ と ができ る 。  

10.  各都道府県・ 指定都市における出場選手の選考 

各都道府県・ 指定都市における、 出場選手の選考に当たっ ては、 各都道府県・ 指定都

市で選手選考規定を 定め、 障害者団体、 障害者スポーツ関係者等から なる選手選考委員

会等により 選考し 、 決定するも のと する。  

なお、 選考の際には、 大会出場未経験者の出場にも 配慮し 、 選考を 行う も のと する。  

また、 都道府県・ 指定都市においては、 地域の障害者スポーツの振興を 図る観点から

も 予選会を 開催する 等、 選手選考に配慮するこ と と する。  

11.  参加申込 

（ １ ） 個人競技の出場申し 込みは、 競技規則＜別表1＞に示さ れた競技の中から 、 １ 競技

を 選ぶも のと し 、 実施種目が複数ある競技については次のと おり 選択し て申し 込む

こ と ができ る。  

① 陸上競技及び水泳は、 リ レー種目を 除き 第３ 希望までの種目を 選択する。 なお、

リ レ ー種目はこ れと は別に選択する。  

② フ ラ イ ングディ スク は、 アキュ ラ シーのディ スリ ート ５ またはディ スリ ート ７ の

いずれか及びディ スタ ンスの２ 種目を選択する。  

③ アーチェ リ ーは、 リ カ ーブ部門またはコ ン パウンド 部門のいずれかの１ 種目を 選

択する。  

（ ２ ） 開催地主催者は、 申し 込まれた種目の中から 出場種目を決定し 、 派遣者に通知す

る。  

（ ３ ） 出場種目は２ 種目以内（ リ レ ー種目に出場する場合は３ 種目以内） と する。  

 ただし 、 地理的条件等何ら かの理由によ り 、 出場競技・ 種目に制限を 加える等の
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必要がある場合には、 主催者で協議のう え決定するこ と ができ る 。  

（ ４ ）  団体競技に出場する選手は、 個人競技には出場でき ないも のと する。  

（ ５ ）  団体競技に出場するチームは次のと おり と する。  

① 開催地都道府県・ 指定都市の代表チーム 

② 別途定める細則に基づく ブロッ ク 予選会により 決定し た都道府県または指定都市

の代表チーム 

③ 指定都市及びその指定都市のある道府県において、 単独で代表チームの編成が出

来ない場合に限り 、 道府県と 指定都市の合同チームと し ての出場を 認める。 ただ

し 、 その場合はブロッ ク 予選会から 合同チームと し て出場し なければなら ない。  

12.  選手団の派遣及び費用 

（ １ ） 選手団は、 都道府県・ 指定都市（ 以下、 「 派遣者」 と いう 。 ） が派遣する。  

（ ２ ） 派遣者は、 開催地主催者に対し 、 所定の手続き を も っ て選手団及び出場選手の競

技・ 種目の申し 込みを 行う も のと する。  

（ ３ ） 選手団の派遣に要する費用は、 派遣者が負担する。  

13.  健康・ 安全管理 

選手団の健康・ 安全管理については、 派遣者において十分配慮する も のと し 、 主催者

においては、 応急の処置のみを 行う も のと する。  

14.  競技規則 

大会の適用規則は、 開催年の競技規則と 大会申し 合わせ事項によ る 。  

15.  表彰 

（ １ ） 個人競技については、 各組単位で、 原則と し て同一区分毎に１ 位から ３ 位までの選

手にメ ダルを 授与する 。 なお、 第23回大会以降、 陸上競技における視覚障害選手の

伴走者およびボッ チャ におけるラ ンプオペレ ータ ーについても 、 選手と 同様にメ ダ

ルを 授与する。  

（ ２ ） 団体競技については、 優勝チームに賞状、 優勝杯等、 ２ 位、 ３ 位のチームに賞状、

１ 位から ３ 位までの選手にメ ダルを 授与する。  

16.  大会開催地の内定及び決定 

大会の開催地については、 国民体育大会開催基準要項に規定する国民体育大会の開催

地の内定及び決定の時を も っ て、 それぞれ内定及び決定を し たも のと みなす。  

17.  式典 

開会式及び閉会式は、 でき るだけ簡素なも のと する。  

18.  大会開催の可否決定 

大会開催地都道府県が、 大会開催時までに又は会期中に不慮の災害にあっ た場合、 又

はあう こ と が予測さ れる場合、 開催地主催者が中央主催者と 協議し 、 開催の可否を 決定

する。 こ の場合、 実施不可能な競技が３ 分の２ 程度に達し た時は、 大会を 中止するも の

と し 、 ３ 分の２ 程度に達するこ と が予測さ れる時は、 開催の可否を 検討するこ と と す

る。 なお、 その決定に関する手続き 、 その他、 必要な事項については別に定める。  

19.  大会役員 

大会役員は概ね次のと おり と する。  

①名誉会長  文部科学大臣 

②名誉副会長 日本パラ スポーツ協会会長 
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       スポーツ庁長官 

       スポーツ庁次長 

③大会会長  開催地都道府県知事 

④代表副会長 開催地指定都市市長 

⑤副 会 長 日本パラ スポーツ協会副会長 

スポーツ庁総括官 

開催地都道府県・ 指定都市の議会議長 

開催地市町村長及び市町村議会議長 

開催地都道府県・ 指定都市の副知事及び副市長 

開催地都道府県・ 指定都市社会福祉協議会会長 

開催地都道府県・ 指定都市障害者スポーツ 協会会長 

開催地都道府県・ 指定都市身体障害者団体連合会会長

開催地都道府県・ 指定都市手を つなぐ 育成会会長 

開催地都道府県知的障害者福祉協会会長 

開催地都道府県精神障害者スポーツ推進協議会の長 

⑥顧   問 文部科学副大臣 

文部科学大臣政務官 

文部科学事務次官 

文部科学審議官 

文部科学省大臣官房長 

開催地都道府県選出の国会議員 

日本スポーツ協会会長 

全国社会福祉協議会会長 

日本身体障害者団体連合会会長 

全国手を つなぐ 育成会連合会会長 

日本知的障害者福祉協会会長 

日本精神保健福祉連盟会長 

JKA 会長 

日本医師会会長 

支援自衛隊代表者 

開催地都道府県・ 指定都市の報道機関の代表者 

開催地都道府県の競技団体代表者 

開催地都道府県の体育（ スポーツ） 協会会長 

中央競馬馬主社会福祉財団理事長 

⑦参   与 日本パラ スポーツ協会理事、 監事並びに評議員 

スポーツ庁健康スポーツ課長 

スポーツ庁競技スポーツ課長 

スポーツ庁健康スポーツ課障害者スポーツ 振興室長 

厚生労働省社会・ 援護局障害保健福祉部企画課長 

厚生労働省社会・ 援護局障害保健福祉部企画課自立支援振興室長 

開催地都道府県・ 指定都市議会議員 
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開催地都道府県の公安委員会委員長 

開催地都道府県・ 指定都市の教育委員会教育長 

開催地都道府県単位の関係団体の代表者 

日本パラ 陸上競技連盟会長 

日本パラ 水泳連盟理事長 

日本知的障害者水泳連盟会長 

日本身体障害者アーチェ リ ー連盟会長 

日本肢体不自由者卓球協会会長 

日本視覚障害者卓球連盟会長 

日本知的障がい者卓球連盟会長 

日本障害者フ ラ イ ン グディ スク 連盟理事長 

日本ボッ チャ 協会代表理事 

日本FI D バスケッ ト ボール連盟会長 

日本車いすバスケッ ト ボール連盟会長 

日本知的障がい者ソ フ ト ボール連盟理事長 

全日本グラ ンド ソ フ ト ボール連盟会長 

日本I D バレ ーボール連盟理事長 

日本デフ バレ ーボール協会理事長 

日本知的障がい者サッ カ ー連盟理事長 

日本知的障がい者フ ッ ト ソ フ ト ボール連盟会長 

日本視覚障害者団体連合スポーツ協議会会長 

全日本ろ う あ連盟スポーツ委員会委員長 

全日本知的障がい者スポーツ 協会会長 

日本精神保健福祉連盟精神障害者スポーツ 推進委員会委員長 

 

※ 競技団体の並びに関し ては、 競技規則集の記載順と し て整理し た。  

 

20.  宿舎 

開催地主催者は、 競技別参加者の宿舎について、 障害、 会場までのアク セス等を 十

分に配慮し て選定し 、 配宿するも のと する 。  

21.  交通 

開催地主催者は、 でき る限り 競技別参加者の移動について交通上の利便を はかるも の

と する。  

22.  協議 

本要綱において定める事項のほか、 大会に関連し て協議が必要な事項については、 原

則と し て、 大会委員会において協議し 、 中央主催者が決定するも のと する。  

23.  要綱の改廃 

本要綱の改廃は、 大会委員会の決議を 経て、 中央主催者が決定する 。  
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付則 

 １  平成12年１ 月５ 日  制定 

 ２  平成13年２ 月８ 日  改正 

 ３  平成14年２ 月８ 日  改正 

 ４  こ の開催基準要綱は平成14年に開催さ れる 第２ 回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

 ５  平成15年３ 月３ 日  改正 

 ６  こ の開催基準要綱は平成15年に開催さ れる 第３ 回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

 ７  平成17年４ 月１ 日 改正 

 ８  こ の開催基準要綱は平成17年に開催さ れる 第５ 回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

 ９  平成19年３ 月６ 日 改正 

１ ０  こ の開催基準要綱は平成19年に開催さ れる 第７ 回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

１ １  平成20年４ 月１ 日 改正 

１ ２  こ の開催基準要綱は平成20年に開催さ れる 第８ 回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

１ ３  平成21年４ 月１ 日 改正 

１ ４  こ の開催基準要綱は平成21年に開催さ れる 第９ 回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

１ ５  平成22年４ 月14 日 改正 

１ ６  こ の開催基準要綱は平成22年に開催さ れる 第10回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

１ ７  平成23年４ 月１ 日 改正 

１ ８  こ の開催基準要綱は平成23年に開催さ れる 第11回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

１ ９  平成24年４ 月１ 日 改正 

２ ０  こ の開催基準要綱は平成24年に開催さ れる 第12回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

２ １  平成25年４ 月１ 日 改正 

２ ２  こ の開催基準要綱は平成25年に開催さ れる 第13回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

２ ３  平成26年４ 月１ 日 改正 

２ ４  こ の開催基準要綱は平成26年に開催さ れる 第14回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

２ ５  平成27年４ 月１ 日 改正 

２ ６  平成27年10 月１ 日 改正 

２ ７  こ の開催基準要綱は平成27年に開催さ れる 第15回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

２ ８  平成28年４ 月１ 日 改正 

２ ９  こ の開催基準要綱は平成28年に開催さ れる 第16回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

３ ０  平成29年４ 月１ 日 改正 

３ １  こ の開催基準要綱は平成29年に開催さ れる 第17回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

３ ２  平成30年４ 月１ 日 改正 

３ ３  こ の開催基準要綱は平成30年に開催さ れる 第18回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

３ ４  平成31年４ 月１ 日 改正 

３ ５  こ の開催基準要綱は令和元年に開催さ れる 第19回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

３ ６  令和２ 年４ 月１ 日 改正 

３ ７  こ の開催基準要綱は令和2年に開催さ れる 第20回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

３ ８  令和３ 年４ 月１ 日 改正 

３ ９  こ の開催基準要綱は令和3年に開催さ れる 第21回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

４ ０  令和４ 年４ 月１ 日 改正 

４ １  こ の開催基準要綱は令和4年に開催さ れる 第22 回全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  

４ ２  令和５ 年４ 月１ 日 改正 

４ ３  こ の開催基準要綱は令和5年に開催さ れる 特別全国障害者スポーツ 大会から 適用する 。  
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第１ 回総会（ R2. 10. 2） 決定 

 

第８ ４ 回国民スポーツ大会・ 第２ ９ 回全国障害者スポーツ大会 

会場地市町村選定基本方針 

 

 

第８ ４ 回国民スポーツ大会及び第２ ９ 回全国障害者スポーツ大会における会場地市

町村は、 大会の趣旨及び第８ ４ 回国民スポーツ大会・ 第２ ９ 回全国障害者スポーツ大

会開催基本方針に基づき、 次により 選定する。  

 

 

１  会場地は、 県内それぞれの地域に根ざし たスポーツの振興を図るため、 地域バラ

ンスに配慮し て、 できるだけ多く の市町村において行う こ と と する。  

 

２  同一競技は、 同一市町村で行う こ と を原則と するが、 ２ 市町村以上で開催する場

合は、 可能な限り 近隣市町村で行う こ と と する。  

 

３  会場地の選定に当たっ ては、 市町村の開催希望や、 当該希望競技に係る開催実績

及び開催準備、 大会運営、 大会後の地域振興に向けた考え方を考慮すると と も に、

実施競技団体の意向並びに競技施設の状況、 宿泊受入能力、 交通の利便性及びその

他地域の実情・ 特性等を含め総合的に判断する。  
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第１回常任委員会（R3.3.22）決定

第 3 回総会（R4.12.16）改正 

全国障害者スポーツ大会略称変更 

 

 

第８４回国民スポーツ大会・第２９回全国障害者スポーツ大会 

会場地市町村選定基準 

 

第８４回国民スポーツ大会（以下「国スポ大会」という。）及び第２９回全国障害

者スポーツ大会（以下「全スポ大会」という。）における会場地市町村は、第８４回

国民スポーツ大会・第２９回全国障害者スポーツ大会会場地市町村選定基本方針に基

づき、次により選定する。 

 

１ 選定の対象 

この基準により選定を行うのは、国スポ大会の正式競技及び特別競技並びに全ス 

ポ大会の個人競技及び団体競技の会場地市町村とする。 

なお、国スポ大会の公開競技及びデモンストレーションスポーツ並びに全スポ大 

会のオープン競技については、別途選定する。 

 

２ 選定の基準 

次の基準により、総合的な判断、評価のもとに選定する。 

（１） 市町村の開催希望と競技団体の意向が原則として合致していること。 

（２） 全スポ大会の競技会場は、原則として、国スポ大会で使用する会場とするこ 

と。 

（３） 同一競技を複数の市町村に分けて実施する場合は、大会運営に支障をきたさ 

ないようにすること。 

（４） 特定の市町村や施設に競技が集中しすぎないよう、地域のバランスに配慮す 

ること。 

（５） 競技施設は、原則として、「国民体育大会開催基準要項（公益財団法人日本 

スポーツ協会）」で定める施設基準を満たし、ユニバーサルデザインにも配慮 

された既存施設を活用すること。 

（６） 競技役員等の確保、付帯施設（観客席、駐車場、練習会場等）の整備、各種 

競技会の開催実績、地域住民ボランティアとしての参画など大会運営に必要な 

環境や体制が十分整えられること。 

（７） 選手・役員の輸送、交通手段及び宿舎を確保できること。 

（８） 両大会開催後のスポーツ振興に積極的に取り組む意欲があること。 
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第２９回全国障害者スポーツ大会 

県及び会場地市町村の業務分担・経費負担基本方針 

 

 

第２９回全国障害者スポーツ大会の開催にあたり、県及び会場地市町村は、

次の基本方針に基づき業務を分担し、経費を負担するものとする。 

 

１ 県の業務及び負担する経費 

（１）全県的な業務の推進の基本となる計画の策定及び実施並びに当該計画

の推進に必要な総合調整、連絡及び助言に関する業務を担当し、その

経費を負担する。 

（２）開・閉会式の実施及び大会実施本部の運営等の全県的・総合的な大会

の準備及び運営に関する業務を担当し、その経費を負担する。 

 

２ 会場地市町村の業務及び負担する経費 

競技会場地の主催者として、競技会実施本部の運営に関する業務を担

当し、その経費を負担する。 

 

３ 業務分担及び経費負担の細目 

（１）業務分担の主な内容は、別表１のとおりとする。 

（２）経費負担の主な内容は、別表２のとおりとする。 

（３）この方針に定めのない事項で必要なものについては、県と会場地市町

村が協議の上、決定する。 

第６回総務企画専門委員会（R5.9.4）決定 
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区分  主な内容  県  市町村

開催準備計画の策定（県：全般、市町村：競技会） ○ ○

大会実施本部の設置・運営（係員の編成・養成を含む） ○

競技会実施本部の設置・運営（係員の編成・養成を含む） ○

大会実施本部員等必携の作成 ○

競技会実施本部員等必携の作成 ○

実施本部員、各種ボランティア等の服飾の整備 ○

行幸啓等 ○

会場地市町村における観光地及び物産等の紹介（任意） ○

案内、物品貸与、湯茶接待等の各種サービス施設の設置 ○

案内、物品貸与、湯茶接待等の各種サービス施設の運営・管理 ○

競技会場の仮設施設の整備、会場設営 ○

競技会場の管理・清掃美化 ○

競技実施要項の策定 ○

競技別実施要領の策定 ○

競技別プログラムの作成 ○

競技会の運営（開始式・表彰式・競技記録の報告を含む） ○

競技用具の整備 ○

競技役員等の養成及び編成 ○

各種広報媒体物・行事等における大会ＰＲ ○ ○

県民運動の推進 ○

市町村における県民運動の推進 ○

各種ボランティアの募集・養成・登録 ◎ ○

競技会場におけるボランティアの配置 ○

競技会場におけるボランティアへの指示・調整 ○

配宿計画の作成及び配宿の実施 ○

弁当の調達・斡旋 ◎ ○

弁当引換所の運営・管理 ○

医療救護計画の策定 ○

救護所等の運営・管理 ○

輸送計画の策定 ○

輸送の実施、駐車場の確保 ◎ ○

駐車場の管理・運営、交通整理の実施 ○

消防防災計画・警備計画の策定 ○

消防防災・警備の実施 ○

※ ◎が主務となり、市町村と県が協力して業務を行う

(別表１)

警備・消防

総務企画

施設整備

競技運営

広報  ・
県民運動

宿泊・衛生

輸送・交通
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区分  主な内容  県  市町村 備考

大会従事者の保険 ○

大会招待者に対する招待状の発送 ○ ※

ＩＤカードの作成 ○

実施本部員、各種ボランティア、大会関係者の服飾 ○

式典の企画・運営 ○

行幸啓等 ○

案内所の設置（看板・ブース等） ○

競技会場の仮設施設の整備、会場設営 ○

会場使用料 ○

トイレ・スロープ等仮設物の設置 ○ ※

音響設備、通信機器等の配備 ○ ※

会場装飾、看板、サイン表示 等 ○ ※

競技会実施本部員の旅費 ○ 先催県視察、宿泊も
含む

競技会実施本部員の人件費 ○ 各種手当（時間外手
当等）を含む

競技会実施本部員業務必携の作成･印刷 ○

実施本部の備品 ○ コピー機、ファクシ
ミリ等

実施本部の備品（上記以外）及び消耗品 ○ 筆記用具等

競技運営（競技運営主管団体への委託） ○

競技役員等の養成・編成 ○

競技用具の整備 ○

表彰物品の作成 ○

プログラムの印刷 ○ ※

市町村が出演依頼する開始式出演団体の旅費等 ※ 内容は競技団体等と
の調整が必要

印刷物・広報物品等の作成 ○ ※

広報イベントの開催 ○ ※

ボランティアの募集・養成（パンフレット作成、研修等） ○ ※

ボランティアの保険・弁当 ○

選手団等の配宿 ○

救護所の設置 ○

輸送・交通 計画バス等の運行 ○

※ 市町村の判断で行うもの（常設設備の整備、印刷物の作成等）は、当該市町村が負担する

宿泊・衛生

(別表２)

総務企画

施設整備

競技運営

広報　・　
　　

県民運動
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